
第一七一回 

衆第五五号 

   環境の保全のための意欲の増進及び環境教育の推進に関する法律の一部を改正する

法律案 

 環境の保全のための意欲の増進及び環境教育の推進に関する法律（平成十五年法律第百

三十号）の一部を次のように改正する。 

 題名を次のように改める。 

   環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律 

 題名の次に次の目次及び章名を付する。 

目次 

 第一章 総則（第一条－第六条） 

 第二章 基本方針等（第七条－第八条の三） 

 第三章 環境保全のための国民の取組の促進 

  第一節 環境保全の意欲の増進、環境教育等の推進（第九条－第二十条の十） 

  第二節 協働取組の推進（第二十一条－第二十一条の六） 

 第四章 雑則（第二十二条－第二十八条） 

 附則 

   第一章 総則 

 第一条中「であること」の下に「に加え、これらの取組を効果的に進める上で協働取組

が重要であること」を加え、「環境教育について」を「環境教育並びに協働取組につい

て」に改め、「その他の」の下に「環境保全活動、」を加え、「環境教育の推進」を「環

境教育並びに協働取組の推進」に改める。 

 第二条第一項中「防止、」の下に「生物の多様性の保全等の」を、「整備」の下に「、

循環型社会の形成」を加え、「のうち、環境の保全上直接の効果を有するもの」を削り、

同条第三項中「、環境の保全」を「、持続可能な社会の構築を目指して、家庭、学校、職

場、地域その他のあらゆる場において、環境と社会、経済及び文化とのつながりその他環

境の保全」に改め、同条に次の一項を加える。 

４ この法律において「協働取組」とは、国民、民間団体等、国又は地方公共団体がそれ

ぞれ適切に役割を分担しつつ対等の立場において相互に協力して行う環境保全活動、環

境保全の意欲の増進、環境教育その他の環境の保全に関する取組をいう。 

 第三条第一項中「並びに循環型社会」を「、循環型社会」に改め、「低減すること」の

下に「並びに地球規模の視点に立って環境の保全と経済及び社会の発展を統合的に推進す

ること」を加え、「こととなるように」を「とともに、対等の立場において相互に協力し

て」に改め、同条第二項中「踏まえ」の下に「、生命を尊び、自然を大切にし、環境の保

全に寄与する態度が養われることを旨として行われるとともに」を加え、「努めるととも

に」を「努め」に改める。 



 第四条中「国民、民間団体等は」の下に「、家庭、職場、地域等において」を加え、

「及び環境教育を」を「、環境保全の意欲の増進及び環境教育並びに協働取組を」に改め、

「、環境保全の意欲の増進その他の環境の保全に関する取組を行うことにより」を削り、

「環境教育に」を「環境教育並びに協働取組に」に改める。 

 第五条第一項中「環境教育」の下に「並びに協働取組」を加え、同条第二項中「のっと

り」の下に「、環境保全活動」を、「環境教育」の下に「並びに協働取組」を加え、「よ

う努める」を削る。 

 第六条中「のっとり」の下に「、環境保全活動」を、「環境教育」の下に「並びに協働

取組」を加え、同条の次に次の章名を付する。 

   第二章 基本方針等 

 第七条第一項中「政府は」の下に「、環境保全活動」を、「環境教育」の下に「並びに

協働取組」を加え、同条第二項各号列記以外の部分中「環境教育」の下に「並びに協働取

組」を加え、同項第一号から第三号までの規定中「環境保全の意欲の増進及び環境教育」

を「環境保全活動、環境保全の意欲の増進及び環境教育並びに協働取組」に改め、同条第

七項中「第三項」を「第四項」に改め、同項を同条第八項とし、同条第六項中「第三項」

を「第四項」に改め、同項を同条第七項とし、同条第三項から同条第五項までを一項ずつ

繰り下げ、同条第二項の次に次の一項を加える。 

３ 基本方針を定めるに当たっては、環境保全活動、環境保全の意欲の増進及び環境教育

並びに協働取組の推進に関する国際的な連携の確保並びに持続可能な社会の構築に資す

る経済的、社会的な取組の促進に配慮しなければならない。 

 第八条の見出し中「方針、計画等」を「行動計画」に改め、同条第一項中「応じた」の

下に「環境保全活動、」を、「環境教育」の下に「並びに協働取組」を加え、「方針、計

画等を作成し、及び公表する」を「行動計画（以下「行動計画」という。）を作成する」

に改め、同条に次の五項を加える。 

２ 行動計画には、次に掲げる事項について定めるものとする。 

 一 環境保全活動、環境保全の意欲の増進及び環境教育並びに協働取組の推進に関する

基本的な事項 

 二 環境保全活動、環境保全の意欲の増進及び環境教育並びに協働取組の推進に関し実

施すべき施策に関する事項 

 三 その他環境保全活動、環境保全の意欲の増進及び環境教育並びに協働取組の推進に

関する重要な事項 

３ 都道府県及び市町村は、行動計画を作成しようとするときは、あらかじめ、住民その

他の関係者の意見を反映させるために必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

４ 都道府県及び市町村は、行動計画を作成したときは、遅滞なく、これを公表するもの

とする。 

５ 行動計画を作成した都道府県及び市町村は、毎年一回、行動計画に基づく施策の実施



の状況を公表するものとする。 

６ 前三項の規定は、行動計画の変更について準用する。 

 第八条の次に次の二条、章名及び節名を加える。 

 （環境教育等推進協議会） 

第八条の二 行動計画を作成しようとする都道府県及び市町村は、行動計画の作成に関す

る協議及び行動計画の実施に係る連絡調整を行うための環境教育等推進協議会（以下こ

の条において「協議会」という。）を組織することができる。 

２ 協議会は、次に掲げる者をもって構成する。 

 一 行動計画を作成しようとする都道府県又は市町村 

 二 当該都道府県又は市町村の教育委員会 

 三 学校教育及び社会教育の関係者 

 四 関係する国民、民間団体等、学識経験者その他の当該都道府県又は市町村が必要と

認める者 

３ 都道府県及び市町村は、前項第四号に掲げる者を決定するに当たっては、公募の方法

により行うよう努めるものとする。 

４ 協議会において協議が調った事項については、協議会の構成員は、その協議の結果を

尊重するとともに、行動計画の実施に関し、相協力して、環境保全活動、環境保全の意

欲の増進及び環境教育並びに協働取組の推進に努めるものとする。 

５ 主務大臣は、行動計画の作成及び実施が円滑に行われるように、協議会の構成員の求

めに応じて、必要な助言をすることができる。 

６ 前各項に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、協議会が定める。 

 （行動計画の作成等の提案） 

第八条の三 次に掲げる者は、都道府県又は市町村に対して、行動計画の作成又は変更を

することを提案することができる。この場合においては、基本方針に即して、当該提案

に係る行動計画の素案を作成して、これを提示しなければならない。 

 一 学校教育及び社会教育の関係者 

 二 国民、民間団体等及び学識経験者で環境保全活動、環境保全の意欲の増進及び環境

教育並びに協働取組の推進に関し関係を有するもの 

２ 前項の規定による提案を受けた都道府県又は市町村は、当該提案に基づき行動計画の

作成又は変更をするか否かについて、遅滞なく、公表しなければならない。この場合に

おいて、行動計画の作成又は変更をしないこととするときは、その理由を明らかにしな

ければならない。 

   第三章 環境保全のための国民の取組の促進 

    第一節 環境保全の意欲の増進、環境教育等の推進 

 第九条第一項中「国民が、」の下に「幼児期から」を加え、同条第二項中「国、都道府

県及び市町村は」を「国は、環境と人とのかかわりが総合的に理解できるよう、学校教育



において各教科その他の教育活動を通じて発達段階に応じた体系的な環境教育を行うこと

を促進するため」に改め、「措置、」の下に「教育職員の研修の内容の充実その他の」を

加え、「その他」を「、参考となる資料等の情報の提供、教材の開発その他の」に改め、

「よう努める」を削り、同条第五項を同条第七項とし、同条第四項中「人材が」を「人材

等が」に改め、「よう努める」を削り、同項を同条第六項とし、同条第三項中「、指導」

を削り、同項を同条第五項とし、同条第二項の次に次の二項を加える。 

３ 国は、環境教育の教材として活用するとともに、環境への負荷を低減するため、校舎、

運動場等の学校施設その他の施設の整備の際に適切な配慮を促進するとともに、当該施

設を活用し、教育を通じた環境保全活動を促進するよう必要な措置を講ずるものとする。 

４ 都道府県及び市町村は、前二項に規定する国の施策に準じて、学校教育及び社会教育

における環境教育の促進に必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

 第十条第一項中「次項及び」を「以下この条、第二十一条の三第一項、第二項及び第四

項並びに」に改め、同条に次の一項を加える。 

３ 民間団体、事業者、国及び地方公共団体は、国民の環境の保全に関する知識及び技能

を向上させるため、職場において学生の就業体験その他の必要な体験の機会の提供に努

めるものとする。 

 第十条の次に次の一条を加える。 

 （環境教育等支援団体） 

第十条の二 主務大臣は、特定非営利活動促進法（平成十年法律第七号）第二条第二項の

特定非営利活動法人その他の営利を目的としない民間の団体であって、次項に規定する

事業（以下この条及び第二十五条第一項第一号において「支援事業」という。）に関し

次に掲げる基準に適合すると認められるものを、その申請により、環境教育等支援団体

（以下この条及び第二十五条第一項第一号において「支援団体」という。）として指定

することができる。 

 一 支援事業を確実に行うに足りる経理的基礎及び技術的能力を有するものとして、主

務省令で定める基準に適合するものであること。 

 二 前号に定めるもののほか、支援事業を公正かつ適確に実施することができるものと

して、主務省令で定める基準に適合するものであること。 

２ 支援団体は、環境保全活動、環境保全の意欲の増進若しくは環境教育又は協働取組を

行う国民、民間団体等を支援するため、次に掲げる事業の全部又は一部を行うものとす

る。 

 一 環境保全活動、環境保全の意欲の増進若しくは環境教育又は協働取組に関する情報

及び資料の収集、整理及び提供を行うこと。 

 二 環境保全活動、環境保全の意欲の増進若しくは環境教育又は協働取組に関する調査

研究（これらに関する政策に係るものを含む。）を行い、及びその成果を提供するこ

と。 



 三 環境保全活動、環境保全の意欲の増進若しくは環境教育又は協働取組の手引その他

の資料等を作成し、及び提供すること。 

 四 環境保全活動、環境保全の意欲の増進若しくは環境教育又は協働取組に関し、照会

及び相談に応じ、並びに必要な助言を行うこと。 

 五 環境保全活動、環境保全の意欲の増進若しくは環境教育又は協働取組を行うに当た

って必要な指導者等のあっせん又は紹介を行うこと。 

 六 前各号の事業に附帯する事業 

３ 主務大臣は、支援団体に対し、支援事業に関連する環境保全活動、環境保全の意欲の

増進若しくは環境教育又は協働取組に関する情報の提供その他の措置を講ずるものとす

る。 

４ 支援団体は、支援事業の実施状況を踏まえ、環境保全活動、環境保全の意欲の増進若

しくは環境教育又は協働取組の推進につき、主務大臣に対し必要な意見を述べることが

できる。 

５ 主務大臣は、支援団体の財産の状況又は支援事業の運営に関し改善が必要であると認

めるときは、当該支援団体に対し、その改善に必要な措置をとるべきことを命ずること

ができる。 

６ 主務大臣は、支援団体が前項の規定による命令に違反したときは、第一項の指定を取

り消すことができる。 

７ 前各項に定めるもののほか、第一項の指定の手続その他支援団体に関し必要な事項は、

主務省令で定める。 

 第十一条第一項中「有する者」の下に「若しくは協働取組の促進に必要な能力を有する

者」を加え、「又は」を「若しくは」に改め、「認定する事業」の下に「（学校教育法

（昭和二十二年法律第二十六号）第百四条に規定する学位の授与に係るものを含まな

い。）又は環境保全の意欲の増進若しくは環境教育に関する教材を開発し、及び提供する

事業」を加え、「国民、民間団体等」を「企業、大学の設置者その他の事業者、国民及び

これらの者の組織する民間の団体（第七項及び第十七条において「民間の団体等」とい

う。）」に改め、同条第四項第二号中「環境の保全に関する知識及び環境の保全に関する

指導を行う能力を有する者の育成又は認定」を「人材認定等事業」に改め、「足りる」の

下に「経理的基礎及び技術的能力を有する」を加え、同条第七項中「国民、民間団体等」

を「民間の団体等」に改める。 

 第十六条の見出し中「認定」を「認定等」に改め、同条本文中「又は」を「若しくは」

に改め、「認定」の下に「又は教材の開発及び提供」を加え、「、指導」及び「よう努め

る」を削る。 

 第十七条の見出し中「認定」を「認定等」に改め、同条本文中「国民、民間団体等」を

「民間の団体等」に、「又は」を「若しくは」に改め、「認定」の下に「又は教材の開発

及び提供」を加える。 



 第十八条第一項中「よう努める」を削る。 

 第十九条の見出し中「増進」を「増進等」に改め、同条第一項中「並びに都道府県及び

市町村が行う環境保全の意欲の増進」を「が行う環境保全活動、環境保全の意欲の増進及

び環境教育並びに協働取組並びにこれらを推進する都道府県及び市町村の取組」に、「環

境保全の意欲の増進を」を「国民、民間団体等の環境の保全のための取組を」に、「に努

める」を「を行う」に改め、同項第一号中「行う」の下に「環境保全活動、」を加え、

「の内容」を「及び環境教育並びに協働取組」に改め、同項第三号中「環境保全の意欲の

増進」を「環境保全活動、環境保全の意欲の増進若しくは環境教育又は協働取組」に改め、

同項第四号中「その他」の下に「環境保全活動、」を加え、「を行う」を「及び環境教育

並びに協働取組を推進する」に改め、同条第二項中「及び国が行う環境保全の意欲の増

進」を「が行う環境保全活動、環境保全の意欲の増進及び環境教育並びに協働取組並びに

これらを推進する国の取組」に、「環境保全の意欲の増進を」を「国民、民間団体等の環

境の保全のための取組を」に改める。 

 第二十条を次のように改める。 

 （体験の機会の場の認定） 

第二十条 自然体験活動その他の体験活動を通じて環境の保全についての理解と関心を深

めることの重要性にかんがみ、土地又は建物の所有者又は使用及び収益を目的とする権

利（臨時設備その他一時使用のため設定されたことが明らかなものを除く。）を有する

者（国民、民間団体等に限る。）は、当該土地又は建物を自然体験活動の場その他の多

数の者を対象とするのにふさわしい環境保全の意欲の増進に係る体験の機会の場（以下

「体験の機会の場」という。）として提供する場合には、当該体験の機会の場で行う事

業の内容等が次の各号に掲げる要件のいずれにも適合している旨の都道府県知事の認定

を受けることができる。 

 一 基本方針に照らして適切なものであること。 

 二 行動計画を作成している都道府県にあっては、当該行動計画に照らして適切なもの

であること。 

 三 当該体験の機会の場で行う環境保全の意欲の増進に関する事業の内容が主務省令で

定める基準に適合するものであること。 

 四 当該土地又は建物が主務省令で定める基準に適合するものであること。 

２ 都道府県は、その自然的社会的条件から環境保全の意欲の増進を効果的に推進するた

めに必要があると認めるときは、基本方針を参酌して、条例で、前項各号に掲げる要件

に加えて適用すべき要件を定めることができる。 

３ 第一項の認定（以下この条から第二十条の三まで、第二十条の五、第二十条の六、第

二十条の九及び第二十条の十において単に「認定」という。）の申請をしようとする者

は、主務省令で定めるところにより、次に掲げる事項を記載した申請書を都道府県知事

に提出しなければならない。 



 一 氏名又は名称及び住所並びに法人その他の団体にあっては代表者の氏名 

 二 体験の機会の場の名称及び所在地 

 三 当該体験の機会の場で行う環境保全の意欲の増進に関する事業の内容 

 四 その他主務省令で定める事項 

４ 次の各号のいずれかに該当する者は、認定の申請をすることができない。 

 一 第二十条の六第一項の規定により認定を取り消され、その取消しの日から二年を経

過しない者 

 二 法人その他の団体であって、その役員（法人でない団体にあっては、その代表者）

のうちに前号に該当する者があるもの 

５ 都道府県知事は、認定の申請に係る体験の機会の場で行う事業の内容等が第一項各号

に掲げる要件（第二項の規定により条例で要件を定める場合にあっては、当該要件を含

む。第八項において同じ。）のいずれにも適合していると認めるときは、その認定をし

なければならない。 

６ 都道府県知事は、認定をしようとするときは、あらかじめ都道府県教育委員会に協議

しなければならない。 

７ 都道府県知事は、認定をした場合においては、遅滞なく、その旨を申請者に通知する

とともに、その旨を公示しなければならない。 

８ 都道府県知事は、認定の申請に係る体験の機会の場で行う事業の内容等が第一項各号

に掲げる要件に適合しないと認める場合においては、遅滞なく、その理由を示して、そ

の旨を申請者に通知しなければならない。 

９ 認定を受けた体験の機会の場（以下「認定体験の機会の場」という。）を提供する国

民、民間団体等（以下「認定民間団体等」という。）は、第三項各号に掲げる事項を変

更したとき又はその提供を行わなくなったときは、主務省令で定めるところにより、遅

滞なく、その旨を都道府県知事に届け出なければならない。 

10 都道府県知事は、前項の規定による届出があったときは、遅滞なく、その旨を公示し

なければならない。 

 第二十条の次に次の九条及び節名を加える。 

 （認定の有効期間） 

第二十条の二 都道府県知事は、認定をする場合において、当該認定の日から起算して五

年を超えない範囲内においてその有効期間を定めるものとする。 

２ 前項の有効期間の更新を受けようとする者は、主務省令で定めるところにより、都道

府県知事に申請書を提出しなければならない。 

 （認定体験の機会の場に係る支援等） 

第二十条の三 都道府県知事は、認定をしたときは、インターネットの利用、印刷物の配

布その他適切な方法により、第二十条第三項各号に掲げる事項についてその周知を図る

ものとする。 



２ 認定民間団体等は、当該土地又は建物が認定体験の機会の場である旨の表示をするこ

とができる。 

３ 国及び地方公共団体は、認定体験の機会の場を通じた環境保全の意欲の増進を効果的

に推進するため、必要な財政上又は税制上の措置その他の措置を講ずるよう努めるもの

とする。 

 （報告、助言等） 

第二十条の四 認定民間団体等は、毎年、主務省令で定めるところにより、その運営の状

況を都道府県知事に報告しなければならない。 

２ 都道府県知事は、認定民間団体等に対し、当該認定体験の機会の場の提供の適正な実

施を確保するために必要な限度において報告若しくは資料の提出を求め、又は当該認定

体験の機会の場の適正な運営を図るため必要な助言をすることができる。 

 （表示の制限） 

第二十条の五 体験の機会の場を提供する者は、当該体験の機会の場の提供に係る土地又

は建物が、認定を受けていないのに、認定を受けた体験の機会の場であると明らかに誤

認されるおそれのある表示をしてはならない。 

 （認定の取消し） 

第二十条の六 都道府県知事は、次の各号のいずれかに該当する場合には、認定を取り消

すことができる。 

 一 認定体験の機会の場で行う事業の内容等が、第二十条第一項各号に掲げる要件（同

条第二項の規定により条例で要件を定める場合にあっては、当該要件を含む。）に適

合しなくなったとき。 

 二 認定民間団体等が、第二十条第九項の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をし

たとき。 

 三 認定民間団体等が、第二十条の四第二項の規定による報告又は資料の提出を求めら

れて、報告若しくは資料の提出をせず、又は虚偽の報告若しくは資料の提出をしたと

き。 

 四 認定民間団体等が、偽りその他不正の手段により認定を受けたとき。 

２ 都道府県知事は、前項の規定に基づき認定を取り消したときは、遅滞なく、その理由

を示して、その旨を当該認定の取消しを受けた者に通知するとともに、その旨を公示し

なければならない。 

 （大都市等の特例） 

第二十条の七 第二十条、第二十条の二、第二十条の三第一項、第二十条の四及び前条の

規定により都道府県知事の権限に属するものとされている事務は、体験の機会の場とし

て提供される土地又は建物の全部が地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百

五十二条の十九第一項の指定都市（第二十一条の五第六項において「指定都市」とい

う。）、同法第二百五十二条の二十二第一項の中核市（第二十一条の五第六項において



「中核市」という。）又は都道府県に代わって当該事務を処理することにつきあらかじ

めその長が都道府県知事と協議し、その同意を得た市町村（以下この条及び第二十条の

九において「指定都市等」という。）の区域内に含まれる場合においては、当該指定都

市等の長が行う。この場合においては、第二十条、第二十条の二、第二十条の三第一項、

第二十条の四及び前条中都道府県又は都道府県知事に関する規定は、指定都市等又は指

定都市等の長に関する規定として指定都市等又は指定都市等の長に適用があるものとす

る。 

２ 前項の場合においては、第二十条第六項中「都道府県教育委員会」とあるのは「指定

都市等の教育委員会」とする。 

３ 第一項の規定により都道府県に代わって同項に規定する事務を処理することにつき都

道府県知事の同意を得た市町村は、主務省令で定めるところにより、その旨及び当該事

務を開始する日を公示するものとする。 

 （体験の機会の場として提供される土地又は建物が二以上の都府県にわたる場合の認定

等） 

第二十条の八 体験の機会の場として提供される土地又は建物が二以上の都府県にわたる

場合における第二十条（第二項及び第六項を除く。）、第二十条の二、第二十条の三第

一項、第二十条の四及び第二十条の六の規定の適用については、これらの規定中「都道

府県知事」とあるのは「主務大臣」と、第二十条第一項中「次の各号」とあるのは「次

の各号（第二号を除く。）」と、同条第五項中「第一項各号に掲げる要件（第二項の規

定により条例で要件を定める場合にあっては、当該要件を含む。第八項において同

じ。）」とあるのは「第一項各号（第二号を除く。）に掲げる要件」と、同条第七項中

「申請者」とあるのは「申請者並びに当該認定に係る土地及び建物が所在する都府県の

知事」と、同条第八項中「第一項各号」とあるのは「第一項各号（第二号を除く。）」

と、第二十条の六第一項第一号中「第二十条第一項各号に掲げる要件（同条第二項の規

定により条例で要件を定める場合にあっては、当該要件を含む。）」とあるのは「第二

十条第一項各号（第二号を除く。）に掲げる要件」とする。この場合において第二十条

第二項及び第六項の規定は適用しない。 

 （認定等に対する国の情報提供等） 

第二十条の九 国は、都道府県知事又は指定都市等の長が認定を行う場合において必要が

あると認めるときは、情報の提供、助言その他の必要な措置を講ずるとともに、体験の

機会の場の提供及びその活用が促進されるよう必要な措置を講ずるものとする。 

 （省令への委任） 

第二十条の十 第二十条から前条までに定めるもののほか、認定に関し必要な事項は、主

務省令で定める。 

    第二節 協働取組の推進 

 第二十一条中「（二以上の国民、民間団体等がそれぞれ適切に役割を分担しつつ対等の



立場において相互に協力して行う環境保全の意欲の増進その他の環境の保全に関する取組

をいう。以下この条において同じ。）」を削り、同条の次に次の五条及び章名を加える。 

 （政策形成への民意の反映等） 

第二十一条の二 国及び地方公共団体は、環境保全活動、環境保全の意欲の増進及び環境

教育並びに協働取組に関する政策形成に民意を反映させるため、政策形成に関する情報

を積極的に公表するとともに、国民、民間団体等その他の多様な主体の意見を求め、こ

れを十分考慮した上で政策形成を行う仕組みの整備及び活用を図るよう努めるものとす

る。 

２ 国民、民間団体等は、前項に規定する政策形成に資するよう、国又は地方公共団体に

対して、政策に関する提案をすることができる。 

 （民間団体の公共サービスへの参入の機会の増大等） 

第二十一条の三 国及び独立行政法人等（国等における温室効果ガス等の排出の削減に配

慮した契約の推進に関する法律（平成十九年法律第五十六号）第二条第三項に規定する

独立行政法人等をいう。以下この条において同じ。）は、環境の保全に関する公共サー

ビス（国民、民間団体等の環境の保全に関する取組を推進するための施設の運営又は管

理、環境の保全に関する取組についての調査研究（当該取組に関する政策に係るものを

含む。）等の国及び独立行政法人等の事務又は事業として行われる国民、民間団体等に

対する環境の保全に関するサービスの提供その他の環境の保全の推進に資する業務をい

う。以下この条において同じ。）の実施に当たっては、民間団体がその専門的な知見又

は地域の特性を生かすことができる分野において、当該民間団体の参入の機会の増大を

図るよう努めるものとする。 

２ 国及び独立行政法人等は、民間団体がその専門的な知見又は地域の特性を生かすこと

ができる分野において環境の保全に関する公共サービスを協働取組により実施すること

が効果的であると認められる場合には、経済性に留意しつつ価格以外の多様な要素をも

考慮して、協働取組による当該公共サービスの効果が十分に発揮される契約の推進に努

めるものとする。 

３ 前項に規定する契約の締結及びその履行に関する事務を行うに当たって配慮すべき事

項その他の当該契約の推進に関して必要な事項は、環境省令で定める。 

４ 地方公共団体は、第一項及び第二項に規定する施策に準じて、民間団体の参入の機会

の増大及び協働取組による公共サービスの実施の効果が十分に発揮される契約の推進に

努めるものとする。 

 （環境保全に係る協定の締結等） 

第二十一条の四 国又は地方公共団体及び国民、民間団体等は、協働取組を推進するため

の役割分担を定めた協定の締結並びに当該協定の作成に関する協議及び当該協定の実施

に係る連絡調整を行うための協議会の設置を行うことができる。 

２ 国は、前項の規定による協定の締結を行った場合には、インターネットの利用その他



適切な方法により協定の内容その他主務省令で定める事項を公表するものとする。 

３ 国及び国民、民間団体等は、第一項の規定による協定の締結を行った場合には、当該

協定に定められた事項を誠実に履行するとともに、当該協定に定める事項の実施の状況

について評価を行い、その結果を公表するものとする。 

４ 地方公共団体は、第一項の規定による協定の締結を行った場合には、前二項に規定す

る国の措置に準じて、必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

５ 国民、民間団体等は、国又は地方公共団体と協働取組を行う必要があるときは、主務

省令で定めるところにより、当該国又は地方公共団体に対し、その旨を申し出ることが

できる。 

６ 国又は地方公共団体は、前項の規定による申出を受けた場合において、主務省令で定

める基準に照らして適切であると認めるときは、協働取組を行うよう努めるものとする。 

 （国民、民間団体等による協定の届出等） 

第二十一条の五 国民、民間団体等が協働取組の推進に関し協定を締結した場合には、当

該国民、民間団体等は、都道府県知事（当該取組が二以上の都道府県にわたる場合にあ

っては、主務大臣。第三項、第六項及び第七項を除き、以下この条において同じ。）に

対し、当該協定を届け出ることができる。 

２ 都道府県知事は、前項の規定による届出（以下この条において単に「届出」とい

う。）のあった協定の内容が、環境の保全上の効果を有するものであり、かつ、法令に

違反しないと認めるときは、インターネットの利用その他適切な方法により協定の内容

その他主務省令で定める事項を公表するものとする。 

３ 都道府県知事は、第一項に規定する協定の締結に際して当該国民、民間団体等より事

前に申出があった場合その他必要と認める場合には、主務大臣に対し、当該協定が法令

に適合しているかどうかについて関係行政機関の長に確認するよう要請することができ

る。 

４ 届出をした国民、民間団体等は、当該協定に定められた事項を誠実に履行するものと

する。 

５ 都道府県知事は、届出をした国民、民間団体等に対し、届出のあった協定に定める事

項が円滑に実施されるよう必要な助言又は指導に努めるものとする。 

６ 前各項（第四項を除く。）の規定により都道府県知事の権限に属するものとされてい

る事務は、第一項に規定する協働取組が指定都市、中核市又は都道府県に代わって当該

事務を処理することにつきあらかじめその長が都道府県知事と協議し、その同意を得た

市町村の区域内に限られる場合においては、当該指定都市、中核市又は市町村の長が行

う。 

７ 第二十条の七第三項の規定は、前項の規定により都道府県に代わって同項に規定する

事務を処理することにつき都道府県知事の同意を得た市町村について準用する。 

８ 前各項に定めるもののほか、届出及び第一項に規定する協定の廃止に関し必要な事項



は、主務省令で定める。 

 （協働取組に対する情報提供等） 

第二十一条の六 環境大臣は、協働取組に関する情報の収集、整理及び分析並びにその結

果の提供を行うものとする。 

２ 環境大臣は、協働取組の一層の推進を図るため必要があると認めるときは、関係行政

機関の長に対して必要な協力を求めることができる。 

   第四章 雑則 

 第二十二条中「国及び地方公共団体は」の下に「、この法律で別に定めるもののほか、

環境保全活動」を加え、「環境教育の推進に」を「環境教育並びに協働取組を推進する上

で重要な環境の保全に関する人材の育成その他の取組を効果的に実施するため、」に改め、

同条に次の一項を加え、同条を第二十二条の三とする。 

２ 主務大臣は、環境保全活動、環境保全の意欲の増進若しくは環境教育又は協働取組を

行う国民、民間団体等で、持続可能な社会の構築に関し特に顕著な功績があると認めら

れるものに対し、表彰を行うことができる。 

 第四章中第二十二条の三の前に次の二条を加える。 

 （経済的価値が付与される仕組みを通じた国民の環境の保全に配慮する行動の促進） 

第二十二条 国及び地方公共団体は、国民の環境の保全に配慮する行動に対して経済的価

値が付与される仕組みの普及を通じて、当該行動を促進するよう努めるものとする。 

 （環境の保全に資する活動の事業化に係る措置） 

第二十二条の二 国及び地方公共団体は、地域の資源及び人材等を活用して環境の保全を

図る活動の起業化その他の環境の保全に資する活動の事業化に必要な財政上又は税制上

の措置その他の措置を講ずるよう努めるものとする。 

 第二十四条中「当たっては」の下に「、環境保全活動」を加え、「又は環境教育」を

「若しくは環境教育又は協働取組」に改め、同条の次に次の一条を加える。 

 （環境教育等推進会議） 

第二十四条の二 政府は、環境省、文部科学省、農林水産省、経済産業省、国土交通省そ

の他の関係行政機関の職員をもって構成する環境教育等推進会議を設け、環境保全活動、

環境保全の意欲の増進及び環境教育並びに協働取組の総合的、効果的かつ効率的な推進

を図るための連絡調整を行うものとする。 

２ 環境教育等推進会議に、環境保全活動、環境保全の意欲の増進及び環境教育並びに協

働取組の推進に関し専門的知識を有する者によって構成する環境教育等推進専門家会議

を置く。 

３ 環境教育等推進専門家会議は、環境保全活動、環境保全の意欲の増進及び環境教育並

びに協働取組の推進に係る事項について、環境教育等推進会議に進言する。 

 第二十五条第一項に次のただし書を加える。 

  ただし、次の各号に掲げる事項については、当該各号に定める大臣とする。 



 一 支援団体に係る事項 農林水産大臣、経済産業大臣又は国土交通大臣であって第十

条の二第一項の規定による指定の対象となる者の行う支援事業を所管する大臣並びに

環境大臣及び文部科学大臣 

 二 人材認定等事業に係る事項 文部科学大臣、農林水産大臣、経済産業大臣又は国土

交通大臣であって第十一条第一項の規定による登録の対象となる者の行う人材認定等

事業を所管する大臣及び環境大臣 

 三 体験の機会の場の提供に係る事項 農林水産大臣、経済産業大臣又は国土交通大臣

であって第二十条第一項の規定による認定の対象となる体験の機会の場で行う事業を

所管する大臣並びに環境大臣及び文部科学大臣 

 四 協働取組の推進に関する協定に係る事項 文部科学大臣、農林水産大臣、経済産業

大臣又は国土交通大臣であって第二十一条の五第一項に規定する協定を締結する者の

行う当該協定に定める事項を所管する大臣及び環境大臣 

 第二十五条第二項中「の発する」を「が共同で発する」に改め、同項を同条第三項とし、

同条第一項の次に次の一項を加える。 

２ 各主務大臣は、この法律の規定の的確かつ円滑な実施を図るため、相互に緊密に連絡

し、及び協力するよう努めるものとする。 

 第二十八条第一号中「第十一条第七項」の下に「若しくは第二十条第九項」を、同条第

二号中「第十三条」の下に「又は第二十条の五」を加え、同条に次の二号を加える。 

 三 偽りその他不正の手段により第二十条第一項の認定を受けた者 

 四 第二十条の四第二項の規定による報告若しくは資料の提出をせず、又は虚偽の報告

若しくは資料の提出をした者 

   附 則 

 （施行期日） 

第一条 この法律は、平成二十一年十一月一日から施行する。ただし、第十条の次に一条

を加える改正規定、第十一条の改正規定（同条第一項中「国民、民間団体等」を「企業、

大学の設置者その他の事業者、国民及びこれらの者の組織する民間の団体（第七項及び

第十七条において「民間の団体等」という。）」に改める部分及び同条第七項中「国民、

民間団体等」を「民間の団体等」に改める部分を除く。）、第二十条の改正規定、第二

十条の次に九条及び節名を加える改正規定（節名を加える部分を除く。）、第二十一条

の次に五条及び章名を加える改正規定（第二十一条の二、第二十一条の三及び章名を加

える部分を除く。）、第二十五条の改正規定及び第二十八条の改正規定並びに附則第三

条の規定は、平成二十二年九月一日から施行する。 

 （検討） 

第二条 政府は、この法律の施行後五年を目途として、この法律による改正後の環境教育

等による環境保全の取組の促進に関する法律（以下「新法」という。）の施行の状況に

ついて検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 



２ 学校教育における環境教育については、新法の目的を踏まえ、この法律の施行後にお

ける学校教育における環境教育の実施状況等を勘案し、教育職員を志望する者の育成の

在り方を含め、環境教育の充実のための措置について検討が加えられ、その結果に基づ

き、必要な措置が講ぜられるものとする。 

 （登録免許税法の一部改正） 

第三条 登録免許税法（昭和四十二年法律第三十五号）の一部を次のように改正する。 

  第五条第十三号中「第百五十九号」を「第百六十号」に改める。 

  別表第一第百五十九号を同表第百六十号とし、同表第百五十八号を同表第百五十九号

とし、同表第百五十七号を同表第百五十八号とし、同表第百五十六号の次に次のように

加える。 

百五十七 環境の保全に係る人材認定等事業の登録又は体験の機会の場の認定 

 (一) 環境教育等による環境保全の取組の

促進に関する法律（平成十五年法律第百

三十号）第十一条第一項（人材認定等事

業の登録）の人材認定等事業の登録 

登録件数 一件につき一万五千円 

 (二) 環境教育等による環境保全の取組の

促進に関する法律第二十条の八（体験の

機会の場として提供される土地又は建物

が二以上の都府県にわたる場合の認定

等）の規定により読み替えて適用する同

法第二十条第一項（体験の機会の場の認

定）の主務大臣がする体験の機会の場の

認定（更新の認定を除く。） 

認定件数 一件につき一万五千円 

 （美しく豊かな自然を保護するための海岸における良好な景観及び環境の保全に係る海

岸漂着物等の処理等の推進に関する法律の一部改正） 

第四条 美しく豊かな自然を保護するための海岸における良好な景観及び環境の保全に係

る海岸漂着物等の処理等の推進に関する法律（平成二十一年法律第八十二号）の一部を

次のように改正する。 

  第二十六条中「環境の保全のための意欲の増進及び環境教育の推進に関する法律」を

「環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律」に改める。 



     理 由 

 「国連持続可能な開発のための教育の十年」に係る取組、学校における環境教育の関心

の高まり等を踏まえ、自然との共生の哲学を生かし、人間性豊かな人づくりにつながる環

境教育を一層充実させること並びに環境保全活動、環境保全の意欲の増進及び環境教育の

推進に当たり、各主体間の協働取組を推進することが重要であることにかんがみ、協働取

組の推進を目的等に追加し、各主体間の協定の締結を促進する仕組みの整備等を図るとと

もに、環境教育等支援団体の指定、体験の機会の場の認定等の環境保全活動、環境保全の

意欲の増進及び環境教育の一層の推進に必要な事項を定めることにより、環境の保全のた

めの国民の取組を促す必要がある。これが、この法律案を提出する理由である。 


